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前書き 

 
 
 市町村が中間処理や最終処分を行う一般廃棄物の発生量は、人口の減少並びに廃棄物の排

出抑制、再使用及び各種リサイクル法に基づく再生利用等の推進に伴い、減少することが見

込まれている。 

一方、「日本の廃棄物処理（平成 25年度版）」（平成 27年 2月環境省大臣官房廃棄物・リサ

イクル対策部廃棄物対策課）によれば、一般廃棄物処理施設（以下「処理施設」という。）数

は、ごみ焼却施設で 1,172 施設となっているなど、膨大な社会資本ストックを形成するに至

っている。今日、処理施設は、廃棄物の適正処理にとどまらず、廃棄物の発生抑制、循環資

源の再使用、再生利用、熱回収の促進を図り、循環型社会の形成に寄与するとともに、地球

温暖化対策の一翼を担う使命を持つ都市施設（注）と位置付けられている。 

しかしながら、処理施設は他の都市施設と比較すると施設全体として耐用年数が短く、ご

み焼却施設についてみると、平成初頭以前に稼働を開始したものについては、老朽化による

更新時期を迎えつつある状況にある。 

こうした状況にあって、環境省では、廃棄物処理施設整備事業の計画的な実施に資するた

め、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号）等に基づき、「廃棄物の

減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な方

針」（平成 13年環境省告示第 34号）に即して、5年ごとに廃棄物処理施設整備計画を策定す

るとともに、同整備事業を実施する市町村に対し、循環型社会形成推進交付金を交付してい

る。 

しかし、同交付金の予算が限られ、地方公共団体の財政状況も厳しい中、既存の処理施設

の更新・機能の効率的な維持が急務となっていることから、環境省は、平成 20年 3月に閣議

決定された廃棄物処理施設整備計画や 25年 5月に閣議決定された同整備計画により、効果的

かつ効率的な処理施設整備の実施やストックマネジメントの手法の導入による処理施設の長

寿命化・延命化を図ることとしている。 

この行政評価・監視は、以上のような状況を踏まえ、処理施設の効果的かつ効率的な整備・

維持管理の促進を図る観点から、一般廃棄物処理の現状・動向、処理施設の広域化・集約化

の取組状況及び維持管理等の実施状況を調査し、関係行政の改善に資するために実施したも

のである。 

（注） 都市計画法（昭和 43年法律第 100号）第 11条で規定される施設をいう。 
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